
要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

20100 22200 24450 26580 28650

22,875 24,975 27,225 29,355 31,425

3,203 3,497 3,812 4,110 4,400

26,078 28,472 31,037 33,465 35,825

264,426 288,701 314,710 339,332 363,260

26,443 28,870 31,471 33,933 36,326

52,885 57,740 62,942 67,866 72,652

79,328 86,610 94,413 101,800 108,978

7,732 8,442 9,202 9,922 10,622

介護保険から給付される金額 6,959 7,597 8,282 8,930 9,559

自己負担額 773 844 920 992 1,062

介護保険から給付される金額 6,185 6,753 7,362 7,938 8,497

自己負担額 1,546 1,688 1,840 1,984 2,124

介護保険から給付される金額 5,412 5,909 6,441 6,945 7,435

自己負担額 2,320 2,532 2,761 2,977 3,186

※保険者から発行される「介護保険負担割合証」に記載の負担割合（1割～３割）となります。

ご利用状況や施設で提供するサービスなどに合わせて以下の加算を算定する場合があります。
●初期加算 30単位/日：入所後30日間、及び30日を超える入院の後30日間
●外泊時加算 246単位/日：外泊及び入院された場合に、月6日まで（翌月にまたがる場合は最大12日間）
●看取り介護加算　死亡日1280単位/日　死亡日の前日と前々日680単位/日　死亡日以前4日以上30日以下144単位/日　死亡31日前
～45日前72単位/日：施設で看取り介護を行った場合、看取り介護を開始した日から算定。
●安全対策体制加算　20単位（入所時に１回のみ）安全管理に対する対策を行い、外部研修を受講した職員を配置している場合
●若年性認知症入所者受入加算　120単位/日：若年性認知症によって要介護者となっている場合
●療養食加算 6単位/回：医師の食事せんにより療養食を提供した場合
●経口移行加算 28単位/日：経管栄養の方に医師の指示で経口移行計画を作成実施した場合
●口腔衛生管理加算（Ⅰ）90単位/月（Ⅱ）110単位/月： 歯科衛生士が介護職員に技術指導を月2回以上行った場合。
●排せつ支援加算（Ⅰ）10単位/月（Ⅱ）15単位/月（Ⅲ）20単位/月：排泄に関する支援計画を作成し、支援を実施した場合
●褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）3単位/月、（Ⅱ）13単位/月：褥瘡ケア計画を作成し、支援を実施した場合
●栄養ケアマネジメント強化加算11単位/日：管理栄養士の配置体制を厚くし、必要な情報を「ＬＩＦＥ」で国に提出している場合
●自立支援促進加算（Ⅰ）280単位/月：入居者の尊厳の保持や自立支援に係るケアの質の向上を図る取り組みを行なっている場合。
●ADL維持加算（Ⅰ）30単位/月、 （Ⅱ）60単位/月：ADL（日常生活動作）の維持・改善の度合いが一定の水準を超えた場合。
●配置医師緊急時対応加算　325単位/回（早朝・夜間・深夜以外）、650単位/回（6時～8時、18時～22時）、1300単位/回（22時～6時）：
嘱託医が通常の勤務時間以外に対応した場合。
●特別通院送迎加算　594単位/月：施設職員が透析を必要とする入居者を月12回以上送迎を行なった場合。
●協力医療機関連携加算　50単位/月：入居者等が急変した際に、入院や医師・看護職員へ相談対応、診療の対応が可能な場合。左
記以外は5単位/月
●退所時情報提供加算　250単位/回 ：医療機関へ入院した際に、入居者等の情報を提供した場合。
●高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）10単位/月　（Ⅱ）5単位/月：新興感染症等発生時に、対応を行う医療機関と連携を構築し、施
設内で療養を行う事や、感染対策の要件を満たす医療機関から実地指導を受けている場合。
●新興感染症等施設療養費　240単位/日：新興感染症の発生時、必要な感染対策や医療機関と連携体制を確保した上で施設内にて
療養を実施した場合。※１月に１回（連続する５日間を限度とする）
●認知症チームケア推進加算（Ⅰ）150単位/月、（Ⅱ）120単位/月：認知症の行動心理症状の発現を未然に防ぐためや、出現時に早期
対応ができるよう資格保有者の人員の配置やＰＤＣＡサイクルに沿って実施出来ている場合。
●退所時栄養情報連携加算　70単位/回：特別食や低栄養状態の入居者が退所する際に、栄養管理に関する情報を医療機関等に提
供した場合。

※上記の表は、介護保険利用料自己負担額の1か月（30日）の概算です。
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サービス利用料金（１単位＝10.14円）

1割負担

2割負担

3割負担

1か月（30日）自己負担額（３割負担）

380

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 50

②介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）（１か月の合計単位①×14.0％を加算）

上記加算を加えた1か月（30日）合計単位（①+②）

1か月（30日）利用料金額  地域区分：三木市＜７級地＞１単位＝10.14円

1か月（30日）自己負担額（１割負担）

1か月（30日）自己負担額（２割負担）

①30日合計単位

1
ヶ
月
あ
た
り
の
単
位

日常生活継続支援加算（Ⅱ） 1380

個別機能訓練加算（Ⅰ）(Ⅱ）

協力医療機関連携加算 50

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）（Ⅱ） 15

【介護サービス利用料金】

介護老人福祉施設

特別養護老人ホームみずき　利用料金表
令和7年4月ご利用分から

１．介護保険給付対象サービス
ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付額を除いた金額（自己負担額）をお支払ください。

ユニット型介護福祉施設サービス費

夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ 540

看護体制加算（Ⅰ）（Ⅱ）ロ 360

重要事項説明書別紙



年間収入 食費 居住費

３００円 ８８０円

８０万円以下 ３９０円 ８８０円

80万円超120万円以下 ６５０円 １３７０円

120万円超の非課税世帯 １３６０円 １３７０円

負担限度なし 負担限度なし

利用者負担段階 食費 居住費

第1段階 10,200 26,400

第2段階 12,900 26,400

第3段階① 20,700 41,100

第３段階② 42,000 41,100

第4段階 46,200 61,980

1割負担の方の1か月利用料合計（利用料自己負担額+食費+おやつ+居住費）
要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

63,043 65,470 68,071 70,533 72,926

65,743 68,170 70,771 73,233 75,626

88,243 90,670 93,271 95,733 98,126

109,543 111,970 114,571 117,033 119,426

134,623 137,050 139,651 142,113 144,506

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

161,065 165,920 171,122 176,046 180,832

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

187,508 194,790 202,593 209,980 217,158

第4段階

３割負担の方の１か月利用料合計（利用料自己負担額+食費+居住費）

利用者負担段階

第4段階

※上記の料金以外に

　　・理美容サービス　　・外出時等のレクリエーションに要した費用　　・特別な食事（出前等通常提供以外の食事）の費用

　　・日常生活用品や嗜好品の購入代行　・複写物の交付（１枚10円）　・電気代（電気器具１台につき１日あたり５０円）　・おや

つ代１日あたり40円（希望されない方には提供しません。減免制度ご利用の方でも、おやつをご希望の方は、食費とは別に１

日あたり４０円費用が発生します）
など、介護保険の施設サービス給付に含まれない費用で契約者が負担することが相当とされている費用が発生した場合は、
別途実費でご負担いただきます。また、医療費・処方薬等も利用料には含まれていません。

第３段階① 単身550万円、夫婦1,550万円以下

第３段階② 単身500万円、夫婦1,500万円以下

第４段階 対象要件に当てはまらない方

２割負担の方の１か月利用料合計（利用料自己負担額+食費+おやつ+居住費）

利用者負担段階

※第4段階の方は負担限度額がありませんので、食費1日1,540円(おやつ代含む)　居住費1日2,066円になります。

介護保険給付対象サービス分と食費・居住費を合わせた１か月（30日）の基本的な料
金の概算は以下のとおりです。

　利用者負担段階

第1段階

第2段階

第3段階①

第３段階②

第4段階

負担限度額認定証の段階別　1か月（30日）の食費（おやつ代含む）・居住費

単身650万円、夫婦1,650万円以下

２．介護保険の給付対象とならないサービス
①契約者が使用する居室料（居住費）　ユニット型個室　1日あたり2,066円
②契約者の食事の提供（食費）　1日あたり　1,540円（おやつ代含む）

※入院や外泊している期間中も①の居住費を請求します。ただし、その期間中に契約者の居室をショートステイの居室として
施設が使用した場合はこの限りではありません。また、下記の食費や居住費の負担限度額認定を受けている場合は、外泊時
加算を算定する期間（入院・外泊した翌日から月６日、月をまたぐ場合は最大連続１２日）に限って請求いたします。
※入院や外泊している期間中の食費は、１日全食を施設が提供しなかった日については請求しません。

食費や居住費の減免制度について
　預貯金や収入の状況によっては、食費と居住費の負担額が軽減される場合があります。減免を受けるためには、介護保険
の保険者となっている役所で、「介護保険負担限度額認定証」の申請をして、認定証を取得する必要があります。住民税非課
税世帯で、預貯金や収入が一定金額以下であるなどの条件があります。詳しくは保険者となっている役所の介護保険担当係
にお問い合わせください。

利用者負担段階 預貯金等の額

第１段階 生活保護・老齢福祉年金受給者

第２段階


